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2024 年 3 月 29 日  
   
   

株式会社みずほ銀行及び 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社の 

Mizuho Eco Finance フレームワーク 

に対する第三者意見  
 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社

の Mizuho Eco Financeフレームワークに対する第三者意見を提出しました。 

＜要約＞ 

株式会社みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社は、「Mizuho Eco Finance」の実

施を通じて、企業の気候変動対策に関する健全な市場づくりへの促進及び企業の脱炭素化の取り組み

に係る促進を企図している。「Mizuho Eco Finance」に係るフレームワーク（本フレームワーク）に基

づき、みずほ銀行は企業における脱炭素経営の可視化・開示と実践に関して、評価及び公表、年次の

モニタリング、企業へのエンゲージメント等を行う。 

本フレームワークは、環境省の ESG金融ハイレベル・パネル内に設置されたポジティブファイナン

スタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」における「特定のインパク

トの発現を目指すインパクトファイナンス」の考え方に整合した商品として、脱炭素経営に係る評価

領域・項目を適切に特定し、当該評価項目のモニタリングにより、インパクトを把握する体制が構築

されている。 

みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズは、本フレームワークに基づくファイナンスによ

る企業支援を通じて、取引先企業における脱炭素化に係る項目の可視化及び取り組みの促進に貢献す

ることを、本フレームワークから得られるアウトカムとして特定している。また、みずほ銀行及びみ

ずほリサーチ＆テクノロジーズは「日本を代表する、グローバルで開かれた総合金融グループ」の一

員として、取引先企業の持続的かつ安定的な成長を支援することを重要な役割と認識し、本フレーム

ワークの活用により、持続可能な企業の創出及び中長期的な企業価値の向上というインパクトの創出

を目指している。 

以上より、株式会社日本格付研究所（JCR）は、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズが

取引先企業における脱炭素経営の実践及び高度化を意図したインパクトファイナンスの枠組みを適

切に設定していることを確認した。 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 
2024 年 3 月 29 日 

株式会社日本格付研究所 
 

評価対象：株式会社みずほ銀行、みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 

評価対象となる金融商品：「Mizuho Eco Finance」 

 

評価の概要： 
 

株式会社みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社は、「Mizuho Eco 
Finance」の実施を通じて、企業の気候変動対策に関する健全な市場づくりへの促進及
び企業の脱炭素化の取り組みに係る促進を企図している。「Mizuho Eco Finance」に係
るフレームワーク（本フレームワーク）に基づき、みずほ銀行は企業における脱炭素経
営の可視化・開示と実践に関して、評価及び公表、年次のモニタリング、企業へのエン
ゲージメント等を行う。 

本フレームワークは、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル内に設置されたポジテ
ィブファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え
方」における「特定のインパクトの発現を目指すインパクトファイナンス」の考え方に
整合した商品として、脱炭素経営に係る評価領域・項目を適切に特定し、当該評価項目
のモニタリングにより、インパクトを把握する体制が構築されている。 

みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズは、本フレームワークに基づくファ
イナンスによる企業支援を通じて、取引先企業における脱炭素化に係る項目の可視化及
び取り組みの促進に貢献することを、本フレームワークから得られるアウトカムとして
特定している。また、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズは「日本を代表
する、グローバルで開かれた総合金融グループ」の一員として、取引先企業の持続的か
つ安定的な成長を支援することを重要な役割と認識し、本フレームワークの活用によ
り、持続可能な企業の創出及び中長期的な企業価値の向上というインパクトの創出を目
指している。 

以上より、株式会社日本格付研究所（JCR）は、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テ
クノロジーズが取引先企業における脱炭素経営の実践及び高度化を意図したインパクト
ファイナンスの枠組みを適切に設定していることを確認した。 
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I. JCR の確認事項と留意点 

JCR は、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズが開発した本フレームワーク
が、特定のインパクトの発現を企図する金融商品として、環境省の ESG 金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イ
ンパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 

ポジティブインパクトファイナンス（PIF）とは、SDGs の目標達成に向けた企業活動を、
金融機関が審査・評価することを通じて促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献すること
を狙いとして、当該企業活動が与えるポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を
実行し、モニタリングする運営のことをいう。 

本フレームワークは、国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）の提唱する包括的
なインパクト分析から各企業のインパクトを特定するポジティブ・インパクト原則の考え
方に合致するものではなく、取引先企業における脱炭素経営の実践及び高度化を支援する
ことで、持続可能な企業の創出及び中長期的な企業価値の向上という、特定のインパクトを
狙った金融商品である。 

したがって、JCR は、本フレームワークによって企図したアウトカム、インパクトが適切
に発揮される商品設計となっているか否かを、以下の評価項目から確認した。なお、（1）～
（4）は、「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示されたインパクトファイナンスの
定義に係る要素①～④に対応している。（5）は、気候変動の開示に関する国内外の代表的な
基準等を参照としているか否かを確認する項目である。当該基準等が定める項目は一つの
例示に過ぎないものの、国内外を代表する気候変動の開示に関する基準で示された項目は
投資家等が企業間比較の観点から重視する典型的な情報として捉えられるため、このよう
な比較可能性の観点から国内外の代表的な基準を参照する意義は高いと言える。 

(1) 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパク
トを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブ
なインパクトを生み出す意図を持つものか。 

(2) インパクトの評価及びモニタリングを行うものか。 
(3) インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うものか。 
(4) 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターン

を確保しようとするものか。 
(5) 評価で採用する領域及び項目が、国内外の代表的な基準等を参照した上で策定されて

いるものか。 
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II. 特定のインパクトが発現されるための商品設計について 

(1) 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパ
クトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジテ
ィブなインパクトを生み出す意図を持つものか。 

みずほ銀行およびみずほリサーチ＆テクノロジーズは、企業における脱炭素資本経
営の可視化・開示と実践に関して本フレームワークを策定し、明確な基準に基づいた評
価と公表、評価レポートのフィードバック、年次のモニタリング、企業へのエンゲージ
メントを行うことで、脱炭素経営の可視化・開示及び実践の社会的な浸透を図ることを
意図している。 

なお、企業評価の検討に際して、サステナビリティ全般に係る係争の確認（ネガティ
ブスクリーニング）を行うため、ネガティブインパクトを適切に緩和・管理する商品設
計になっている。 

 

(2) インパクトの評価及びモニタリングを行うものか。 

本フレームワークは、企業の脱炭素経営に関する可視化・開示と実践をスコアリング
し、一定のスコア以上を満たした企業に対して融資を行う金融商品に関するものであ
る。企業が当該金融商品の申し込みを行う場合、みずほリサーチ＆テクノロジーズは当
該企業に係る脱炭素経営の可視化・開示と実践の状況について、評価基準に基づきスコ
アリングを行う。 

みずほリサーチ＆テクノロジーズは、SBT 認定の取得等、温室効果ガスに関する環
境の中長期ビジョンの策定の有無及びその野心度といった企業経営者のコミットメン
トに係る指標の開示状況のみならず、温室効果ガス排出量 Scope 1～3 の開示状況を
評価する。みずほ銀行は、開示を行っていない企業に対してエンゲージメントを実施す
ることで開示を促進する。 

モニタリングについて、みずほリサーチ＆テクノロジーズは年に 1 回、前年からの
取り組みの進展を確認することを主な目的として、融資を行った企業を対象に評価を
実施する。みずほ銀行は対象企業に評価レポートを提供（還元）するだけでなく、エン
ゲージメントを実施することで、企業の脱炭素経営の促進、高度化を支援する。 

 

(3) インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うものか。 

みずほ銀行は年に 1 回、ウェブサイトにて組成件数を開示する予定である。また、案
件の取り組み状況等を踏まえ、評価を行った企業の全体的な傾向及び取り組みの進展
状況の推移等について開示していく予定である。 
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(4) 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リター
ンを確保しようとするものか。 

みずほ銀行は、通常の貸出業務と同様、貸出審査により適切にリスク判断を行いつつ、
当該金融商品による貸出収益を見込んでいる。その上で、当該金融商品単体での取引に
とどまらず、当該金融商品に係る提案・組成・モニタリングの各過程を通じて、取引先
企業のサステナビリティ戦略を理解し、リレーション強化を図ることで、中長期的にリ
ターンを確保していく。 

 

(5) 評価で採用する領域及び項目が、国内外の代表的な基準等を参照した上で策定され
ているものか。 

みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズは評価領域及び項目の策定にあた
り、TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）1提言で示された気
候関連財務情報開示における中核的要素を参照している。具体的には、4 つの中核的要
素である「ガバナンス（Governance）」、「戦略（Strategy）」、「リスク管理（Risk 
Management）」、「指標と目標（Metrics and Targets）」のうち、「ガバナンス」と「指
標と目標」に関する観点を評価領域である「企業経営者のコミットメント」、「温室効果
ガスに関する開示の信頼性・網羅性」、「温室効果ガス排出量の開示及び実績」に反映し
ている。 

以上より、TCFD 提言で示された気候関連財務情報開示の基準は国内外を代表する基
準であるため、これを踏まえて策定された評価における領域及び項目は適切であると
言える。 

なお、2023 年 10 月、TCFD は 2023 年の状況報告書の発表と同時に、その責務を果
たして解散した。FSB の要請を受けて、IFRS（国際財務報告基準）財団によって設立
された ISSB（International Sustainability Standards Board）が企業の気候関連財務情
報開示の進捗状況の監視を引き継ぐこととなったものの、現時点においては TCFD 提
言で示された基準が参照すべき気候関連財務情報開示の基準として有用であると考え
る。 

 
 

                                                   
1 金融安定理事会（FSB）により設置された気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）は、年次の

財務報告において、財務に影響のある気候関連情報の開示を推奨する報告書を 2017 年 6 月に公表し
た。企業が気候変動のリスク・機会を認識し経営戦略に織り込むことは、ESG 投融資を行う機関投資
家・金融機関が重視しており、TCFD の報告書においても、その重要性が言及されている。経済産業省
によると、2023 年 10 月 12 日時点において、TCFD に対して世界全体では金融機関をはじめとする
4,872 の企業・機関が賛同を示し、日本では 1,470 の企業・機関が賛同の意を示している。 
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III. みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズのサステナビリティに係

る取り組みについて 

(1) みずほフィナンシャルグループのサステナビリティに係る取り組み 
みずほ銀行を中核企業とするみずほフィナンシャルグループ（MHFG）は、従来から

グループ全体で一体的に推進してきたサステナビリティへの取り組みについて、さら
なる推進を目的として、2022 年 3 月に MHFG におけるサステナビリティを「〈みずほ〉
と経済・産業・社会が同時に発展する」という考え方へと再定義するとともに、戦略上
の優先課題であるマテリアリティ2を再整理した。その結果、マテリアリティ（サステ
ナビリティ重点項目）として、「少子高齢化と健康・長寿」、「産業発展とイノベーショ
ン」、「健全な経済成長」、「環境・社会」、「人材」、「ガバナンス」の 6 つを設定した。ま
た、2022 年 5 月には、「サステナビリティ推進態勢」、「気候変動対応」、「人権尊重の取
り組み」、「環境・社会リスクへの対応」、「エンゲージメントを起点とした機会・リスク
への対応」という 5 点に対するサステナビリティアクションを強化した。 

加えて、MHFG は 2023 年 5 月、パーパスの制定と 1 年前倒しでの新中期経営計画
を発表した。新たなパーパスである「ともに挑む。ともに実る。」を起点に策定した新
中期経営計画では、財務資本に加えて、人的資本や社会・自然資本といった非財務的な
資本も含めて資本を大きく捉え、それらを活用しながら顧客に対するサービス提供を
推進することで企業価値の向上と社会価値の創出を追求していくとする。 

本フレームワークは、上記 6 つのマテリアリティのうち、「お客さまと共に環境の保
全をはじめとする社会の持続的な発展を実現」を内容とする「環境・社会」に資すると
同時に、「エンゲージメントを起点とした機会・リスクへの対応」というサステナビリ
ティアクションを強化する金融商品であるため、マテリアリティ等と整合的であると
言える。 

 
(2) サステナビリティ推進体制 

MHFG では、サステナビリティに関する各種重要事項について、サステナビリティ
推進委員会や経営会議等の執行での議論を経て、取締役会やリスク委員会において監
督を行う体制を構築している。サステナビリティに関する経験・専門性を有する社外取
締役やリスク委員会・サステナビリティ推進委員会において外部有識者と活発な議論
を行い、得られた意見を方針策定や取り組み推進に活かしている。 

2021 年度において、サステナビリティ推進委員会の設立やサステナブルビジネスを
推進する専門部署の設置・拡充による体制強化を図り、執行・監督で議論を重ね、リス

                                                   
2 MHFG は、マテリアリティを「〈みずほ〉と、お客さま、社員、経済・社会をはじめとするステークホ

ルダーの持続的な成長・発展にとっての中長期にわたる優先課題」と定義する。 
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ク・機会の両面から、気候変動対応、人権尊重、環境・社会に配慮した投融資、サステ
ナブルビジネスなどの取り組みを強化した。さらに、2022 年 9 月より、MHFG におけ
るサステナビリティ領域の推進責任者として、新たにサステナビリティ推進担当（グル
ープ CSuO（Group Chief Sustainability Officer））を新設した。グループ CSuO は、グ
ループ CEO 直下の職位として、グループ横断でのサステナビリティの取り組みを企画・
推進している。加えて、グループ CRO（Group Chief Risk Officer）のもと、サステナ
ビリティ関連のリスク管理を一元的に行うため、体制強化を図っている。 

以上より、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズを含む MHFG がグルー
プ全体として、経営陣のイニシアティブのもと、サステナビリティに係る取り組みを推
進していることを確認した。 

 
図 1：MHFG におけるサステナビリティ推進体制 

 
（出典：MHFG「統合報告書（ディスクロージャー誌） 2023 本編」3） 

 
(3) 本フレームワークに係る評価体制 

本フレームワークに係る評価体制は、図 2 のとおりである。みずほ銀行（MHBK）の
各営業部店は、対象企業のサステナビリティ全般における係争の有無等の確認（ネガテ
ィブスクリーニング）を行った後、対象企業に対して「Mizuho Eco Finance」の提案
を行う。対象企業から当該金融商品による資金調達の要請を受けた後、営業部店は本部
に対して評価の依頼を行う。その後、本部は内容の精査を行った上で、みずほリサーチ
＆テクノロジーズ（MHRT）に対して評価の依頼を行う。みずほリサーチ＆テクノロジ
ーズ（MHRT）は評価を行った後、本部に対して評価書を提出する。そして、当該評価
書を踏まえて、本部及び営業部店の判断にて貸付を実行する。 

みずほ銀行（MHBK）及びみずほリサーチ＆テクノロジーズ（MHRT）は、評価を行
った企業における取り組みの進展を確認することを主な目的として、年次でモニタリ

                                                   
3 https://www.mizuho-fg.co.jp/investors/financial/disclosure/pdf/data23d̲all̲browsing.pdf 
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ングを行い、みずほ銀行（MHBK）はその結果を対象企業に対して説明する。このよう
に、対象企業に評価レポートを提供するだけでなく、エンゲージメントを実施すること
で、企業の脱炭素経営の促進、高度化を支援する体制となっているため、適切であると
言える。なお、評価については、みずほリサーチ＆テクノロジーズ（MHRT）が実施し、
みずほ銀行（MHBK）は関与していないことを確認した。 

 
図 2：「Mizuho Eco Finance」の評価体制 

 

（出典：みずほ銀行 提供資料） 

 

IV. 結論 

上記確認の結果、JCR は、みずほ銀行及びみずほリサーチ＆テクノロジーズが取引先企業
における脱炭素経営の実践及び高度化を意図したインパクトファイナンスの枠組みを適切
に設定していることを確認した。 
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